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平成２７年２月議会定例会議案

新潟東港地域水道用水供給企業団



議案第 １号 平成２６年度新潟東港地域水道用水供給企業団水道用水供給事業会計補正予算（第
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　議案第１号

 　（総　則）

　第１条　平成２６年度新潟東港地域水道用水供給企業団水道用水供給事業会計の補正予算（第１号

　　）は，次に定めるところによる。

　 （収益的収入及び支出）

　第２条　予算第３条で定めた収益的支出の予定額を次のとおり補正する。

 支　出

　　　　平成２７年２月１９日 提 出

　　新潟東港地域水道用水供給企業団

　　　　企業長　　篠　田　　　昭

 第 １ 款　　事　業　費 １，０８１，８３０
３３，１０１

１，１１２，４８０
△　２，４５１

    第 ２ 項　 営業外費用 １８６，８１５
３３，１０１

２１７，４６５
△　２，４５１

　  平成２６年度新潟東港地域水道用水供給企業団水道用水供給事業会計補正予算（第１号）

（単位　千円）

科　　　　　  目 既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計

－１－



  議案第２号

(総 則）

  第１条　平成２７年度新潟東港地域水道用水供給企業団水道用水供給事業会計の予算は，次に定める

ところによる。

(業務の予定量）

  第２条　業務の予定量は，次のとおりとする。

(１) 供 給 対 象 　新潟市，新発田市，聖籠町，明和工業株式会社

(２) 年間総供給量 　１５，６４８，３３０m3　(一日平均供給量 ４２，７５５m3/日）

(３) 主要な建設改良事業 　場内施設電気機械設備更新工事 　　２９０，６２１千円

　場内施設及び紫雲寺（西部・中央） 　　　５５，８６６千円

　調整池耐震補強工事

(収益的収入及び支出）

  第３条　収益的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める。

収　　入

 第 １ 款　　事 業 収 益 　　　１，１５６，２０６

    第 １ 項 営 業 収 益 　　　　　９４４，９６１

    第 ２ 項 営業外収益 　　　　　　５７，６９８

    第 ３ 項 特 別 利 益 　　　　　１５３，５４７

支　　出

 第 １ 款　　事 業 費 　　　　　９５５，２６３

    第 １ 項 営 業 費 用 　　　　　７３１，０５７

    第 ２ 項 営業外費用 　　　　　　５４，７０８

    第 ３ 項 特 別 損 失 　　　　　１６８，４９８

    第 ４ 項 予 備 費 　　　　　　　１，０００

－２－

    平成２７年度新潟東港地域水道用水供給企業団水道用水供給事業会計予算

　　（単位　千円）

科　　　　  目 金　　　額

　　（単位　千円）

科　　　　  目 金　　　額



(資本的収入及び支出）

  第４条　資本的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し

不足する額４７７，４２３千円は，当年度消費税及び地方消費税資本的収支調整額３５，０５２千

円，過年度損益勘定留保資金２７０，１３９千円，減債積立金４３，０００千円及び建設改良積立

金１２９，２３２千円で補てんするものとする。）。

収　　入

 第 １ 款　　資本的収入 　　　　　１３１，２８３

    第 １ 項 企 業 債 　　　　　１０３，０００

    第 ２ 項 出 資 金 　　　　　　２５，７９９

    第 ３ 項 固定資産売却代金 　　　　　　　　　　　２

    第 ４ 項 　　　　　　　２，４８２

支　　出

 第 １ 款　　資本的支出 　　　　　６０８，７０６

    第 １ 項 建設改良費 　　　　　４８８，１２５

    第 ２ 項 企業債償還金 　　　　　１１９，５８１

    第 ３ 項 予 備 費 　　　　　　　１，０００

(企 業 債)

  第５条　起債の目的，限度額，起債の方法，利率及び償還方法は，次のとおりと定める。

起債の方法

(一時借入金)

  第６条　一時借入金の限度額は， ５０，０００千円と定める。

(予定支出の各項の経費の金額の流用）

  第７条  予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は，次のとおりと定める。

(１) 営業費用及び営業外費用の間の流用

１０３，０００

起債の目的

科　　　　  目 金　　　額

　　（単位　千円）

場内施設電気機械
設備更新工事，場
内施設及び紫雲寺
（西部・中央）調
整池耐震補強工事

(ただし，利率見直
し方式で借り入れ
る場合で，政府資
金及び地方公共団
体金融機構資金に
ついて,利率の見直
しを行った後にお
いては，当該見直
し後の利率)

利　　　率 償　還　の　方　法

　　（単位　千円）

科　　　　  目 金　　　額

その他資本的収入

　　（単位　千円）

－３－

限　度　額
政府資金及び地方公共団体金
融機構資金については，その
融資条件により，銀行その他
の場合は，その債権者と協定
するものによる。
ただし，財政の都合により据
置期限及び償還期限を短縮若
しくは，繰上償還又は低利に
借換ることができる。

証書借入
又は債券
発行

年５．０％以内



(議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

  第８条  次に掲げる経費については，その経費の金額を，それ以外の経費の金額に流用し，又はそれ

以外の経費をその経費の金額に流用する場合は，議会の議決を経なければならない。

(１) 職員給与費 千円

(２) 交  際　費 千円

  平成２７年２月１９日 提出

　　   新潟東港地域水道用水供給企業団

　　　　   企業長　　篠　田　　　昭

－４－

１６５，１６１

５０



予　算　説　明　書

新潟東港地域水道用水供給企業団

（ 平成27年2月議会定例会 ）



　　平成26年度事業会計補正予算（第1号）

実 施 計 画 1

キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書 2

予 定 貸 借 対 照 表 3

　　平 成 2 7 年 度 事 業 会 計 予 算

実 施 計 画 5

キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書 7

給 与 費 明 細 書 8

継 続 費 調 書 10

地 方 債 調 書 10

予定貸借対照表（当年度分） 11

予定損益計算書（前年度分） ･････････････････････････ 13

予定貸借対照表（前年度分） ･････････････････････････ 14

注 記 ･････････････････････････ 16

･････････････････････････

･････････････････････････
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予　　算　　説　　明　　書



支 出  (単位 千円)

　　款 既決予定額 補正予定額 計

事 業 費 33,101

△ 2,451

33,101

△ 2,451

浄 水 汚 泥 等

対 策 費

消 費 税 及 び

地 方 消 費 税

平成26年度新潟東港地域水道用水供給企業団
水道用水供給事業会計補正予算（第1号）実施計画

汚泥再利用委託の増

3 24,034 △ 2,451
浄水汚泥等対策費の増額

に伴う納付税額の減

2 120,430 33,101 153,531

2 営 業 外 費 用 186,815 217,465

1
1,081,830 1,112,480

21,583

項　 目 備　　考

収益的収入及び支出

 1



（単位 千円)

1 　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

固定資産除却費

長期前受金戻入額

受取利息及び受取配当金

支払利息及び企業債取扱諸費

修繕引当金の増減額

退職給付金の増減額

賞与引当金の増減額

小　計

利息及び配当金の受取額

利息の支払い額

業務活動によるキャッシュ・フロー

2 　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

有形固定資産の売却による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

3 　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良等の財源に充てるための
企業債による収入

建設改良等の財源に充てるための
企業債の償還による支出

一般会計からの出資金

その他資本的収入

財務活動によるキャッシュ・フロー

　資金増加額（又は減少額）

　資金期首残高

　資金期末残高

△45,020

△728

42,351

501,063

728

 （平成26年4月1日から平成27年3月31日まで）

46,582

283,405

△4,283

93,714

83,793

2,897

31,863

11,580

459,440

△327,850

△103,009

92,678

△42,351

平成26年度新潟東港地域水道用水供給企業団

水道用水供給事業会計補正予定キャッシュ・フロー計算書

1,913,370

2

71,000

△116,162

△10,402

121,190

1,792,180

△327,848

2



 （単位 千円）

1

(1)

イ 土　　　　地 552,057  

ロ 建　　　　物 840,097  

減 価 償 却 累 計 額 △487,118  352,979  

ハ 構　 築 　物 9,429,778  

減 価 償 却 累 計 額 △4,961,757  4,468,021  

ニ 機 械 及 び 装 置 3,010,871  

減 価 償 却 累 計 額 △1,834,569  1,176,302  

ホ 車 両 運 搬 具 8,145  

減 価 償 却 累 計 額 △7,015  1,130  

ヘ 工具・器具及び備品 170,159  

　　減 価 償 却 累 計 額 △103,685  66,474  

ト 建　設　仮　勘　定 521,094  

7,138,057  

(2)

イ 電 話 加 入 権 284  

284  

7,138,341  

2

(1) 1,913,370  

(2) 82,038  

1,995,408  

9,133,749  

資　産　の　部

（平成27年3月31日）

平成26年度新潟東港地域水道用水供給企業団   

水道用水供給事業補正予定貸借対照表

 有 形 固 定 資 産 

 無 形 固 定 資 産 

 固　定　資　産

有 形 固 定 資 産 合 計

 流　動　資　産

資     産     合     計

無 形 固 定 資 産 合 計

 現　金　預　金

 未　　収　  金

流  動  資  産  合  計

固  定  資  産  合  計

 3



 （単位 千円）

 3
(1)

イ 建設改良費等の財源に

充てるための企業債 1,548,958  
　　　　企　業　債　合　計 1,548,958  

(2)

イ 退 職 給 付 引 当 金 228,073  
　　　　引　当　金　合　計 228,073  
　　　　固　 定 　負 　債 　合　 計 1,777,031  

 

 4
(1)

イ 建設改良費等の財源に

充てるための企業債 119,581  
　　　　企　業　債　合　計 119,581  

(2) 267,552  
(3)

イ 賞　与 引 当 金 11,580  
　　　　引　当　金　合　計 11,580  

(4) 2,105  
　　　　流 　動 　負　 債　 合　 計 400,818  

5  繰　延　収　益
(1) 長　期　前　受　金

イ 長　期　前　受　金 2,749,300  
収　益　化　累　計　額 △1,627,051  1,122,249  

長　期　前　受　金　合　計 1,122,249  
繰　延　収　益　合　計 1,122,249  

　　　　負　 　債　 　合　 　計 3,300,098  

（単位 千円）

6

(1) 5,492,320  

資　本　金　合　計 5,492,320  

7

(1)

イ 国 庫 補 助 金 104,884  

ロ その他資本剰余金 17,633  

122,517  

(2)

イ 減債積立金 43,000  

ロ 建設改良積立金 129,232  

ハ 当年度未処分利益剰余金 46,582  

 利 益 剰 余 金 合 計 218,814  

剰　余　金　合　計 341,331  

資　　本　　合　　計 5,833,651  

9,133,749  

資  本  の  部

 資　　本　　金

負　債　の　部

 固　定　負　債

 引　　当　　金 

 流　動　負　債

 企　　業　　債

 企　　業　　債

 未　　払　  金

 引　　当　　金 

 その他流動負債

 資 本 剰 余 金

 剰　　余　　金

負  債  資  本  合  計

 利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

 自 己 資 本 金

 4



(単位 千円)

　　款 　　項　 　　　目 予　定　額 　　　　　備　　　　　　　　　考

新潟市5,000m3/日減量に伴う基本料金
相当分の経営補償金

受 取 利 息 及 び
配 当 金

当年度減価償却、資産除却に対応する
国庫補助金の収益化額

 過 年 度 損 益 浄水汚泥等対策に対する賠償金
 修    正    益 （平成26年度分）

(単位 千円)

　　款 　　項　 　　　目 予　定　額 　　　　　備　　　　　　　　　考

原水をろ過・滅菌並びに浄水を送水する
設備等の維持及び作業等に要する費用

支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

浄 水 汚 泥 等
対 策 費
過 年 度 損 益
修　  正　  損

45,861

1

300,717

86,029

288,883

24,884

6 長期前受金戻入

2 固定資産売却益

 事業全般の管理運営に要する費用

 有形固定資産の減価償却費

 固定資産売却による益

955,263

731,057

30,544

  平成27年度新潟東港地域水道用水供給企業団

収益的収入及び支出

 新潟pHｺﾝﾄﾛｰﾙ設備維持管理業務受託金

 預金利息及び有価証券利息

 水質検査受託料

水 道 用 水 供 給 事業 会計 予算 実施 計画

収  　　入

 繰出基準に基づく繰入金（利息充当分）

営 業 外 収 益

1,156,206

 消費税還付金

 予備費

 給水料金収入

 消費税及び地方消費税納付金 

 浄水汚泥等対策費

 取水・導水共同施設管理負担金

支  　　出

 前年度以前の損失の修正

 有形固定資産の除却費

 企業債利息

1 事 業 収 益

1 事 業 費

1

2

3 特 別 利 益

4,651

営 業 収 益

給 水 収 益

他 会 計 負 担 金

1

2

1 他 会 計 繰 入 金

944,961

902,439

42,522

57,698

1,426

5

4

消 費 税 環 付 金

雑 収 益

3

施設管理受託金2

1

153,547

153,546

220

5,539

1

原 水 費

浄 水 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

営 業 費 用

特 別 損 失

予 備 費

1

1

2

3

1 予 備 費

固定資産売却損

4

1

2

3

4

5

営 業 外 費 用

168,496

1

2

1

2

 固定資産売却による損3

1

1,000

1,000

54,708

38,474

16,234

168,498

 5



(単位 千円)

　　款 　　項　 　　　目 予　定　額 　　　　　備　　　　　　　　　考

施設更新工事等充当起債

繰出基準に基づく繰入金（元金充当分）
施設耐震化事業に伴う構成団体一般会計
出資金

固 定 資 産
売 却 代 金

そ  の 他
資 本 的 収 入

         (単位 千円)

　　款 　　項　 　　　目 予　定　額 　　　　　備　　　　　　　　　考

　　耐震補強工事

 明和工業㈱分

 固定資産(車両)の売却代金

支  　　出

1

1

資本的収入及び支出

土 地 売 却 代 金

車 両 売 却 代 金

その他資本的収
入

131,283

 紫雲寺（西部・中央）調整池耐震補強工事

103,000

25,799

25,799

2

 ポンプ場耐震補強工事 他

 予備費

 企業債元金償還金

収  　　入

　・場内施設及び紫雲寺（西部・中央）調整池

 施設耐震化事業に伴う繰入金のうち

 固定資産(用地)の売却代金

企 業 債

出 資 金

103,000

1

1

資本的収入

資本的支出

1

2

3

4

企 業 債

出 資 金

1

1

1

1

2

4

2,482

2,482

1

2

3 予 備 費

企業債償還金

建 設 改 良 費

2

119,581

企 業 債 償 還 金

3

5

1

1

1,000

1,000予 備 費

119,581

　・場内施設電気機械設備更新工事

1 導 水 施 設 費 7,533  導水施設（共同施設）工事負担金

 ろ過池電気機械設備更新その2工事 
浄 水 施 設 費

608,706

488,125

387,562

排 水 施 設 費 26,309
 濃縮槽汚泥引抜弁更新工事
 二系天日乾燥床実施設計業務委託 他

 場内電気設備更新工事　他

 水質検査機器購入費　

送 水 施 設 費 28,869

37,852営 業 設 備 費
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（単位 千円)

1 　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

固定資産除却費

長期前受金戻入額

受取利息及び受取配当金

支払利息及び企業債取扱諸費

退職給付金の増減額

賞与引当金の増減額

小　計

利息及び配当金の受取額

利息の支払い額

業務活動によるキャッシュ・フロー

2 　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

有形固定資産の売却による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

3 　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良等の財源に充てるための
企業債による収入

建設改良等の財源に充てるための
企業債の償還による支出

一般会計からの出資金

その他資本的収入

財務活動によるキャッシュ・フロー

　資金増加額（又は減少額）

　資金期首残高

　資金期末残高

24,884

△45,861

△220

38,474

296,217

220

△38,474

 （平成27年4月1日から平成28年3月31日まで）

165,891

288,883

189

△187,498

2,482

25,799

8,983

257,963

△453,999

2,492

平成27年度新潟東港地域水道用水供給企業団

水道用水供給事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

1,729,036

2

103,000

△119,581

11,700

△184,334

1,913,370

△453,997
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１ 特 別 職      (単位 千円)

職員数

(人)

1

11

5

17

1

11

5

17

２
1  総　　括      (単位 千円)

職員数

(人)

18

2

20

20

2

22

△ 2

0

△ 2

     (単位 千円)

管理職 扶  養 通  勤 住  居 特殊勤務時 間 外 休　日 期  末 勤  勉 宿日直 地　域 退  職

手　当 手  当 手  当 手  当 手    当勤務手当勤務手当 手  当 手  当 手  当 手  当 給付費

本年度 1,143 2,700 2,328 1,278 486 3,630 4,104 19,288 11,100 2,635 799 2,492 51,983

前年度 1,143 2,442 1,946 1,542 486 3,884 1,133 29,124 15,128 2,628 0 94,619 154,075

比　較 0 258 382 △264 0 △254 2,971 △9,836 △4,028 7 799 △92,127 △ 102,092

      (単位 千円)

 新陳代謝等に係る増減

　　職員数の異動状況
（　計　）

本年度 人 20人

前年度 人 22人

増　減 人 △2人

　　採用・退職の状況

（採用） （退職）

　25年度 人 2人

　26年度 2人 2人

27年度（見込） 人 人

 期末・勤勉手当の支給率

　支給期 12月

　支給率 　　1.975月分  2.125月分

 地域手当の増

 その他手当の増減

 退職給付費の減 △92,127

3,100

799

計

4.10月分
△ 88,228

20人

22人

（その他）

△ 9,651

 手    当 △ 102,092  1 期末・勤勉手当の増減分

△ 9,651  １その他の増減分給　　料

△ 13,864

 2 その他の増減分

△2人

（現に在職する職員）

6月

 区　　分 　増　 減 　額 　　備　　　　　　　　　　　考    増 減 額 の 増 減 事 由 別 内 訳

2  給料及び手当の増減額の明細

計手
当
の
内
訳

区  分

合　　　　計

△ 29△ 135資本勘定支弁職員

△ 1,634 △ 113,377△ 9,651 △ 102,092 △ 111,743

106910

149,183

15,090

164,273

262,531

15,119

277,650

31,359

30,012232,519

比
　
較

73,702

7,229

80,931

82,549

4,105

資本勘定支弁職員

合　　　　計

46,968

給　　与　　費　　明　　細　　書

 一 般 職

29

2929

637

888

79

5,015

51,983

資本勘定支弁職員

149,970

8,033

議          員

その他の特別職

120,670損益勘定支弁職員

比
　
較

区　　　　　分

企    業    長

28,513

859

29

637

143 143

859

備　 　 考

79

666

143

666

143

79

　 合　　　計 備  考
給　　　　　　 与　　　　　　費

　 給　    料 　 手      当　 　　　 計
 法 定 福 利 費

888

79

区　  　　　　　分
給　　 与　 　費

報　 　 酬 計

前
年
度

企    業    長

議          員

その他の特別職

計

損益勘定支弁職員

企    業    長

本
年
度

議          員

その他の特別職

計

計

本
年
度

前
年
度

△ 113,348△ 1,499

12,138

244,657

△ 111,849

12,244

132,914

2,981

32,993

2,846

154,075

△ 103,002

合　　　　計

損益勘定支弁職員 △ 8,847

△ 804

90,582
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（円） （円）

職員数構成比 職員数構成比 職員数構成比 職員数構成比

(人) (％) (人) (％) (人) (％) (人) (％)

  １級   １級 2 13.3   １級   １級 1 6.7

  ２級   ２級 1 6.7   ２級   ２級

  ３級   ３級   ３級   ３級

  ４級 2 50.0   ４級 3 20.0   ４級 2 50.0   ４級 3 20.0

  ５級 2 50.0   ５級 9 60.0   ５級 2 50.0   ５級 10 66.6

  ６級   ６級   ６級   ６級 1 6.7

  ７級   ７級   ７級   ７級

  ８級   ８級   ８級   ８級

  ９級   ９級   ９級   ９級

計 4 100.0 計 15 100.0 計 4 100.0 計 15 100.0

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級  ８級  ９級

主 事 主 事 係 長 次 長 副参事副参事

技 師 技 師 主 査 主 幹 次 長

区　　   分

367,901

 代表的な特殊勤務手当の名称

0 円 2,786 円

事　 務 　職 技    術    職

 (4)　特 殊 勤 務 手 当

　危険作業手当

技　 術 　職

級

（級別の標準的な職務内容　平成27年4月1日）

 支給対象職員１人当たり

73.7 %

 平 均 支 給 月 額
2,786 円

（平成27年1月１日現在）

現  在

平成27年1月1日

0.0 %

一般行政職 (円)

146,700 146,700

平成26年1月1日

93.3 %

区  　　　　　　分 全　 職　 種

 支給対象職員の比率

0.6% 0.8% 給料総額に対する比率 0.0%

事　 務 　職

現  在

区　　　　　  分
級 級

事　 務 　職 技　 術 　職

区　　　　　   分
 級

平成27年1月1日

高　   校   　卒 146,700

 (3)　級 別 職 員 数

437,554

54歳

 (2)　初 任 給

一般会計の制度

442,191

 55歳6月

55歳

事 　 務 　 職

371,277

現  在

技    術    職
 区　　　　   分

平成26年1月1日  平 均 給 料 月 額（円）

 平 均 給 与 月 額（円）

 平　 均 　年   齢（歳）

3  給料及び手当の状況

大     学     卒 181,000 181,000 181,000

 (1)　職 員 １ 人 当 り 給 与

 51歳7月

367,814

 平 均 給 与 月 額（円）

 平　 均 　年   齢（歳）

企  業  職

    　区　     　　　　　　　　 分

現  在

   技    術    職

 平 均 給 料 月 額（円）

441,012

事　  務  　職

398,456

462,247
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支給率計

(月分)

4.10

3.95

4.10

 (単位 千円)

前前年度 前年度末 当該年度 当該年度 翌年度以降 継続費の

事 年 末までの までの支 支払義務 末までの の支払義務 総額に対

業 支払義務 払義務発 発生予定 支払義務 発生予定額 する進捗

名 度 発生額 生(見込)額 発生予定 率(%)

(平成） 企業債 国庫補助金 自己資金等 額 額

施 26 73,029 18,000 55,029 73,029 73,029 10.7

設 27 147,161 25,000 122,161 147,161 147,161 21.5

資 建 耐 28 130,627 35,000 95,627 130,627

震 29 289,028 73,000 216,028 289,028

本 設 化 30 28,800 8,000 20,800 28,800

事 31 14,400 3,000 11,400 14,400

的 改 業 32 1,029 1,029 1,029

計 684,074 162,000 522,074 73,029 147,161 220,190 463,884 32.2

支 良 施 26 221,580 53,000 168,580 221,580 221,580 7.9

設 27 458,511 78,000 380,511 458,511 458,511 16.3

出 費 更 28 500,915 134,000 366,915 500,915

新 29 529,715 134,000 395,715 529,715

事 30 387,771 106,000 281,771 387,771

業 31 212,915 46,000 166,915 212,915

32 500,914 135,000 365,914 500,914

計 2,812,321 686,000 2,126,321 221,580 458,511 680,091 2,132,230 24.2

 (単位 千円)

項 備　考

当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書

地方債の前前年度末における現在高並びに前年度末及び

継  続  費  に  関  す  る  調  書

 区      分 一般会計の制度との異同

同   　　　　じ

同   　　　　じ

1,651,958 

前 年 度 末 現
在 高 見 込 額

1,668,539 

当 該 年 度 中
元金償還見込額

当 該 年 度 中
起 債 見 込 額

当該年度末現在残高
見 込 額

同   　　　　じ

295,478  １ 創 設 事 業

103,000 119,581 合　　 　　　 計 1,713,701 

1,418,223  ２ 施設更新・整備事業

款

 (7)　地　域　手　当

扶 養 手 当

前　 前　 年 　度
末   現   在   高

区　　　　分

住 居 手 当

当 該 年 度 中 増 減 見 込 額

全　　　体　　　計　　　画

左の財源内訳
年割額

通 勤 手 当

224,629 

59,343 

52.4436.57

 (8)　そ の 他 の 手 当

定年前早期退職

特例措置

　(2%～30%加算)

52.44

一般会計の
制  度

（支給率等）

2.125

25.55625

49.5934.5825

1,487,567 103,000 1,443,910 

164,391 60,238 0 

本　 年   度

給

本年度

区      分

一般会計の制度

 差 異 の 内 容

1.975

1.90

1.975

2.125

20年勤続の者

25.55625

前年度

率

支

等 27.025

前   年   度 2.05

６月 (月分)

35年勤続の者 最 高 限 度

有

有

有

25年勤続の者 そ  の  他  の
加 算 措 置 等

 (6)　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

（月分） （月分）

 (5)　期 末 ・ 勤 勉 手 当

備      考
  職制上の階級，職務の

級等による加算措置

支　給  期  別  支  給  率

１２月 (月分)
区      分

特例措置49.59

49.59 特例措置

(2%～30%加算)

定年前早期退職

新　潟　市　支   給   対   象   地   域

定年前早期退職

34.5825

備　　考
（月分）

49.59

　(2%～30%加算)

（月分）

1.0%
20人
1.0%

　支　　　　　給　　　　　率
　支　給　対　象　職　員　数
　一 般 会 計 の 制 度 （支給率）
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 （単位 千円）

1

(1)

イ 土　　　　地 552,057  

ロ 建　　　　物 840,097  

減 価 償 却 累 計 額 △506,883  333,214  

ハ 構　 築 　物 9,511,589  

減 価 償 却 累 計 額 △5,124,654  4,386,935  

ニ 機 械 及 び 装 置 3,334,298  

減 価 償 却 累 計 額 △1,842,795  1,491,503  

ホ 車 両 運 搬 具 8,145  

減 価 償 却 累 計 額 △7,311  834  

ヘ 工具・器具及び備品 187,483  

　　減 価 償 却 累 計 額 △101,796  85,687  

ト 建　設　仮　勘　定 373,836  

7,224,066  

(2)

イ 電 話 加 入 権 284  

284  

7,224,350  

2

(1) 1,729,036  

(2) 81,849  

1,810,885  

9,035,235  

資　産　の　部

（平成28年3月31日）

平成27年度新潟東港地域水道用水供給企業団   

水道用水供給事業予定貸借対照表（当年度分）

 有 形 固 定 資 産 

 無 形 固 定 資 産 

 固　定　資　産

有 形 固 定 資 産 合 計

 流　動　資　産

資     産     合     計

無 形 固 定 資 産 合 計

 現　金　預　金

 未　　収　  金

流  動  資  産  合  計

固  定  資  産  合  計
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 （単位 千円）

 3
(1)

イ 建設改良費等の財源に

充てるための企業債 1,538,423  
　　　　企　業　債　合　計 1,538,423  

(2)

イ 退 職 給 付 引 当 金 187,645  
　　　　引　当　金　合　計 187,645  
　　　　固　 定 　負 　債 　合　 計 1,726,068  

 

 4
(1)

イ 建設改良費等の財源に

充てるための企業債 113,535  
　　　　企　業　債　合　計 113,535  

(2) 80,054  
(3)

イ 賞　与 引 当 金 8,983  
　　　　引　当　金　合　計 8,983  

(4) 2,384  
　　　　流 　動 　負　 債　 合　 計 204,956  

5  繰　延　収　益
(1) 長　期　前　受　金

イ 長　期　前　受　金 2,749,300  
収　益　化　累　計　額 △1,672,912  1,076,388  

長　期　前　受　金　合　計 1,076,388  
繰　延　収　益　合　計 1,076,388  

　　　　負　 　債　 　合　 　計 3,007,412  

（単位 千円）

6

(1) 5,690,351  

資　本　金　合　計 5,690,351  

7

(1)

イ 国 庫 補 助 金 104,884  

ロ その他資本剰余金 20,115  

124,999  

(2)

イ 減債積立金 11,600  

ロ 建設改良積立金 34,982  

ハ 当年度未処分利益剰余金 165,891  

 利 益 剰 余 金 合 計 212,473  

剰　余　金　合　計 337,472  

資　　本　　合　　計 6,027,823  

9,035,235  

資  本  の  部

 資　　本　　金

負　債　の　部

 固　定　負　債

 引　　当　　金 

 流　動　負　債

 企　　業　　債

 企　　業　　債

 未　　払　  金

 引　　当　　金 

 その他流動負債

 資 本 剰 余 金

 剰　　余　　金

負  債  資  本  合  計

 利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

 自 己 資 本 金
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（単位 千円)

1

(1) 給  水  収  益 834,077  
(2) 他 会 計 負 担 金 42,522  876,599  

2

(1)  原    水    費 28,650  
(2)  浄    水    費 290,410  
(3)  総    係    費 85,859  

　(予備費含む)
(4)  減 価 償 却 費 283,405  
(5)  資 産 減 耗 費 83,793  772,117  

104,482  

3

(1)  他会計繰入金 2,289  
(2)  施設管理受託金 4,293  
(3)  受取利息及び 728  

 配   当   金
(4)  雑    収    益 5,135  
(5)  長期前受金戻入 45,020  57,465  

4

(1)  支払利息及び
 企業債取扱諸費 42,351  

(2)  浄水汚泥等対策費 142,160  
(3)  雑    支　　出 9,069  193,580  △ 136,115  

△ 31,633  

5

(1)  過年度損益修正益 79,465  
(2)  固定資産売却益 1  
(3)  その他特別利益 103,009  182,475  

6

(1)  過年度損益修正損 1  
(2)  固定資産売却損 1  
(3)  その他特別損失 104,258  104,260  78,215  

46,582  

46,582  

 （平成26年4月1日から平成27年3月31日まで）

  特  別  損　失

　　　　　　平成26年度新潟東港地域水道用水供給企業団

  　　  　　水道用水供給事業予定損益計算書(前年度分)

 営　 業 　利 　益

  特  別  利  益

  営　業　収　益

  営  業  費  用

  営 業 外 収 益

  営 業 外 費 用

 経　 常 　利　益

 当 年 度 純 利 益

 当年度未処分利益剰余金
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 （単位 千円）

1

(1)

イ 土　　　　地 552,057  

ロ 建　　　　物 840,097  

減 価 償 却 累 計 額 △487,118  352,979  

ハ 構　 築 　物 9,429,778  

減 価 償 却 累 計 額 △4,961,757  4,468,021  

ニ 機 械 及 び 装 置 3,010,871  

減 価 償 却 累 計 額 △1,834,569  1,176,302  

ホ 車 両 運 搬 具 8,145  

減 価 償 却 累 計 額 △7,015  1,130  

ヘ 工具・器具及び備品 170,159  

　　減 価 償 却 累 計 額 △103,685  66,474  

ト 建　設　仮　勘　定 521,094  

7,138,057  

(2)

イ 電 話 加 入 権 284  

284  

7,138,341  

2

(1) 1,913,370  

(2) 82,038  

1,995,408  

9,133,749  

資　産　の　部

（平成27年3月31日）

平成26年度新潟東港地域水道用水供給企業団   

水道用水供給事業予定貸借対照表（前年度分）

 有 形 固 定 資 産 

 無 形 固 定 資 産 

 固　定　資　産

有 形 固 定 資 産 合 計

 流　動　資　産

資     産     合     計

無 形 固 定 資 産 合 計

 現　金　預　金

 未　　収　  金

流  動  資  産  合  計

固  定  資  産  合  計
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 （単位 千円）

 3
(1)

イ 建設改良費等の財源に

充てるための企業債 1,548,958  
　　　　企　業　債　合　計 1,548,958  

(2)

イ 退 職 給 付 引 当 金 228,073  
　　　　引　当　金　合　計 228,073  
　　　　固　 定 　負 　債 　合　 計 1,777,031  

 

 4
(1)

イ 建設改良費等の財源に

充てるための企業債 119,581  
　　　　企　業　債　合　計 119,581  

(2) 267,552  
(3)

イ 賞　与 引 当 金 11,580  
　　　　引　当　金　合　計 11,580  

(4) 2,105  
　　　　流 　動 　負　 債　 合　 計 400,818  

5  繰　延　収　益
(1) 長　期　前　受　金

イ 長　期　前　受　金 2,749,300  
収　益　化　累　計　額 △1,627,051  1,122,249  

長　期　前　受　金　合　計 1,122,249  
繰　延　収　益　合　計 1,122,249  

　　　　負　 　債　 　合　 　計 3,300,098  

（単位 千円）

6

(1) 5,492,320  

資　本　金　合　計 5,492,320  

7

(1)

イ 国 庫 補 助 金 104,884  

ロ その他資本剰余金 17,633  

122,517  

(2)

イ 減債積立金 43,000  

ロ 建設改良積立金 129,232  

ハ 当年度未処分利益剰余金 46,582  

 利 益 剰 余 金 合 計 218,814  

剰　余　金　合　計 341,331  

資　　本　　合　　計 5,833,651  

9,133,749  

 その他流動負債

 利 益 剰 余 金

負　債　の　部

 固　定　負　債

 引　　当　　金 

 流　動　負　債

 企　　業　　債

 企　　業　　債

 未　　払　  金

 引　　当　　金 

負  債  資  本  合  計

資  本  の  部

 資　　本　　金

 自 己 資 本 金

 剰　　余　　金

 資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計
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　注 記　

Ⅰ. 重要な会計方針

1　有形固定資産の減価償却の方法

　・車両運搬具　定率法

　・その他　定額法

　・主な耐用年数

　　建物　3～65年

　　構築物　2～65年

　　機械及び装置　4～60年

　　工具器具及び備品　2～20年

2　引当金の計上方法

　（1）退職給付引当金

　　　職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当

　　　する額を計上している。

　（2）賞与引当金

　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に

　　　基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

3　消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ. リース契約により使用する固定資産

1　リース取引の処理方法

　地方公営企業法施行規則第55条第2号の規定により、ファイナンス・リース取引（リース

　契約上の諸条件に照らしてリース物件の所有権が借主に移転すると認められない取引に

　限る。）については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

2　賃貸借処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

　貸借対照表日後1年内のリース期間に係る未経過リース料 1,612千円

　貸借対照表日後1年を超えるリース期間に係る未経過リース料 2,418千円

Ⅲ. その他

1　リース資産に係る経過措置

　リース取引開始日が平成26年3月31日以前のリース取引については、引き続き通常の賃貸

　借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

2　引当金の取崩し

　（1）退職給付引当金の取崩し

　　　平成27年度において、退職手当42,920千円を支給するため、退職給付引当金42,920

　　　千円を取り崩し使用する。

　（2）賞与引当金の取崩し

　　　平成27年度において、期末手当及び勤勉手当を支給するため、賞与引当金8,983千円

　　　を取り崩し使用する。
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